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達成困難な売り上げ目標を課され、30日間に104時間余りの時間外労働が発生した後の自殺には注意義務違反との相当因果関係が認められる
（石油製品販売業M社事件　富山地裁高岡支部　令 5.11.29判決）
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●子会社へ転籍しなければ65歳で定年退職とする取り扱いは問題か
●当日の年休申請を認めず、欠勤扱いとしてきた内規は問題か
●勤怠不良により降格した社員が、後から精神疾患を申し出たときの対応
●物流サービスを利用している企業も時間外労働の上限規制に関する法令違反を問われるか
●成果は出すものの勤務態度が著しく悪い社員を懲戒処分することは可能か
●デスクワークの職種において、業務時間中の自席での飲食を一切禁止することは問題か
●吸収合併後、消滅会社の労働関係の書類を誤って一部廃棄してしまった場合、罰則が科されるか
●福利厚生の適用対象に事実婚のパートナーを含める場合、「事実婚」の状態をどのように認定すべきか

従
業
員
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト（
事
例
・
解
説
）

ツ
ム
ラ

　判
例
解
説（
5
年
下
期
）
　基
本
解
説（
9
）

4
0
7
6

24
・
4
・
26

　第2・4金曜日発行　2024年4月26日発行　ISSN 1342-5250

特集：人的資本経営時代の人材戦略

従業員エンゲージメントを
どう高めるか
（富士フイルムホールディングス／味の素／PayPay）

ツムラ
企業事例  ─人的資本経営実践事例シリーズ

実務視点で読む
最近の労働裁判例の勘所
（令和5年下期）

判例解説
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